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1. まえがき 

筆者らは，大阪・神戸地域を対象に，関西圏地盤情報データベースと基準ボーリング調査を基にして沖積砂 As

層，沖積粘土 Ma13 層，第 1 洪積砂礫 Dg1 層，洪積粘土 Ma12 層の土質特性をモデル化した「250m メッシュ浅層

地盤モデル」を構築した 1)。さらに，上町台地周辺の洪積上町(DU)層 2)及び各地層の繰返し変形特性モデル 3)も先の

モデルに組み込んで，工学的基盤面を Ma12 層直下の第 2 洪積砂礫 Dg2 層およびその相当層として，直下型の「上

町断層帯地震」と海溝型の「南海トラフ地震」の想定地震動を入力した際の表層地盤の揺れやすさ（地表面加速度，

卓越周波数など）を非線形地震応答解析（SHAKE）によって求めた 4)。 

本稿では，上記解析で求めた南海トラフ地震（基本ケースと陸側ケース）の地表面最大加速度を用いて大阪・神

戸地域の液状化危険度の平面分布を求めた結果を報告する。 

2. 液状化危険度の予測方法 

液状化危険度の予測は，以下の①〜③の方法で行った。 

① 2017 年度版道路橋示方書 5)に従い，液状化判定を行う層を決め，地震動（タイプⅠ：プレート境界型）の動的

せん断強度比 R を求める。 

② SHAKE で求めた図-1に示す地表面最大加速度max (gal) 4)を用いて，道路橋示方書に準拠した式(1)によって地

震時せん断応力比 L を求める。 

𝐿 = 𝑟d (
𝛼max

980
)
𝜎v

𝜎′𝑣
 (1) 

ここに， rd（=1.0−0.015x）：深さ方向の低減係数，x：深度(m)，v：深度 x における全上載圧（kN/m2），’v：

深度 x における有効上載圧（kN/m2） 

③ R を L で除し，液状化安全率 FLを求め，それを式(2)で積分して液状化指数 PLを求める。 

𝑃L = ∫ (1− 𝐹L)(10− 0.5𝑥)d𝑥
20

0

 (ただし，𝐹L ≧ 1.0のときは，1− 𝐹L = 0とする) 

なお，地震応答解析からは深度方向の L=max ’vを求めることもできるが，メッシュでの計算が簡単となる上記

のmaxを用いる方法を採用した。ただし，両者による PL値に大きな差がないことを確認している。 

3. 液状化危険度の予測結果 

図-2 に非線形地震応答解析の最大加速度に基づく南海トラフ地震の液状化指数 PL 分布を示す。なお，図で空白

となっているメッシュは Ma12 層までのモデルができておらず（ボーリングデータ不足ため），解析対象としていな

いためである。図-2 (1)の基本ケースでは，図-1 (1)に示す地表面加速度が小さい（全体に 100〜300gal，上町台地周

辺，西宮市，神戸市西部では 300〜400gal も点在）こともあり，PL は 5 以下が優勢であるが，西大阪では 5〜15 を

示す地域が多い。特に PL が 20 以上となる液状化危険度が高い地域は，大阪市住之江区，都島区，東淀川区，守口

市，西宮市となった。これは，これらの地域では N 値が低い沖積砂層が厚く堆積しているためである。図-2 (2)の陸

側ケースでは，図-1 (2)に示す地表面加速度が大きい（臨海域以外は 300〜500gal，特に上町台地周辺，千里丘陵周

辺，神戸市西部では 500gal を超える）ため， 全体に PL は大きくなり，西大阪では 20 以上となる地域が多くなり，

先に述べた地域では 25 以上となり，液状化危険度がかなり高いと予想される。 

(2) 
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図-1 非線形地震応答解析による南海トラフ地震の地表面の最大加速度分布 

 

 
図-2 非線形地震応答解析の最大加速度に基づく南海トラフ地震の液状化指数 PL分布 

 

 
図-3 道路橋示方書による液状化指数 PL分布（地震動タイプⅠ） 

 

次に，通常の道路橋示方書 5)の方法（地震動タイプⅠ，cw =1.0）で，上町台地以外と上町台地はそれぞれⅢ種，Ⅰ

種地盤として水平震度 khgL0=0.4，0.5（レベル 2），それぞれ半分とした khgL0=0.2，0.25（レベル 1 相当）の PL分布

を求めた。その結果を図-3 に示す。南海トラフ地震基本ケースに対応する図-2(1)と図-3 (1)を比較すると，大阪市

住之江区，都島区，西宮市で応答解析の方が PLは大きい。また，西大阪地域と上町台地の東側でも応答解析の方が

PL は大きくなった。一方，西淀川区の周辺では応答解析の方が PL は小さくなった。南海トラフ地震陸側ケースに

対応する図-2 (2)と図-3 (2)を比較すると，西大阪，東大阪地域では大きな違いはないが，西大阪から神戸の臨海域で

応答解析の方が PLは小さくなった。地震応答解析による方がより確からしい液状化予測となると考えている。 

最後に，本研究は地盤工学会関西支部「関西の地盤情報に基づく防災ハザードマップ開発研究委員会」（委員長：

大島昭彦）の WG1（地震による揺れやすさと液状化検討）の研究活動の一環で行ったことを付記する。また，南海

トラフ地震想定地震波を提供いただいた内閣府防災担当に謝意を表する。 
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